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 当事業所はご利用者に対して指定小規模多機能型居宅介護サービスを提供します。当事業所

の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次のとおり説明します。 
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１．事業者 

（１）法 人 名  社会福祉法人 博寿会 

（２）法 人 所 在 地   鹿児島県曽於市大隅町月野字池尻１０４５番地 

（３）電 話 番 号   ０９９‐４８２‐３４８８ 

（４）代 表 者 氏 名   理事長  大迫 信博 

（５）設 立 年 月 日   平成１５年８月１４日 

 

２．事業所の概要 

（ １）事業所の種類   指定小規模多機能型居宅介護事業所 

平成２１年３月１日指定 曽於市４６９１６０００52号 

（ ２）事業所の目的    

人認知症によって自立した生活が困難になったご利用者に対して、共同生活居住において、

家庭的な環境の元で、食事・入浴・排せつ等の日常生活の支援及び日常生活の中での心身

の機能訓練を行うことにより、安全と尊厳のある生活を、ご利用者がその有する能力に応じ、

可能な限り自立できるように支援することを目的とする。 

（ ３）事業所の名称   認知症対応型共同生活介護事業所 高松みどりの里 

（ ４）建 物 の構 造   木造平屋 

（ ５）建物の延床面積   355㎡ 

（ ６）併 設 事 業  小規模多機能型居宅介護 

（ ７）事業所の所在地   鹿児島県曽於市末吉町諏訪方６８７５番地 

（ ８）電 話 番 号   ０９８６‐７６‐７８２8 

（ ９）管 理 者 氏 名   山下 博和 

（10）当事業所の運営方針 

１． 当事業所において提供する指定小規模多機能型居宅介護事業は、介護保険法並びに

関係する厚生労働省令、告示の趣旨及び内容にそったものとする。 

２． ご利用者の人格を尊重し、常にご利用者の立場に立ったサービスの提供に努めるととも

に、個別に介護計画を作成することにより、ご利用者が必要とする適切なサービスを提供

する。 

３． ご利用者及びご契約者（家族等）に対し、サービスの内容及び提供方法についてわかり

やすく説明する。 

４． 適切な介護技術も持ってサービスを提供する。 

５． 常に提供したサービスの質の管理、評価をする。 

（１１）開 設 年 月 日  平成２１年３月１日 

（１２）入所定員  9人 
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３．居室等の概要   

当事業所では、以下の居室・設備をご用意しています。 

居室・設備の種類 部 屋 数 備 考 

個 室 9部屋  

食 堂 １カ所 共同生活室を兼ねる 

キッチン １カ所 オール電化 

浴 室 １カ所 一般浴槽 

ト イ レ １カ所  

 

4．職員の配置状況 

当事業所では、ご利用者に対して指定小規模多機能型居宅介護サービスを提供する職員と

して、以下の職種の職員を配置します。 

〈主な職員の配置状況〉＊職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職   種 常   勤 非 常 勤 指定基準 職務内容 

管 理 者 
１名 

（兼務） 
無 １名 

 

計画作成担当者 
１名 

（兼務） 
無 １名 

ご利用者に係る居宅サービス計

画（ケアプラン）を立案します。 

介護従業者 
【日中】 ３名以上（常勤換算） 

【夜間】１名以上（常勤換算） 

ご利用者の日常生活の援助を

行います。 

 

 

 

 

〈職種の勤務体制〉 

職   種 勤務体制 

管   理   者 
【 勤 務 時 間 】 ８ ： ３ ０ ～ １ ７ ： ３ ０ （平日） 

 

計画作成担当者 
【 勤 務 時 間 】 ８ ： ３ ０ ～ １ ７ ： ３ ０ （平日） 

＊上記時間を基本とするシフト制。 

介 護 従 業 者 

【 日中の勤務時間 】 ６ ： ０ ０ ～ ２ １ ： ０ ０ 

＊上記時間内で常勤換算３名以上。 

【 夜間の勤務時間 】 ２ １ ： ０ ０  ～  ６ ： ０ ０ 

      ＊上記時間を常勤換算１名以上。 

＊その他、利用者の状況に対応した勤務時間を設定します。 
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5．契約締結からサービス提供までの流れ 

   ご利用者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、入所後『認知症対

応共同生活介護計画（以下、施設サービス計画書）』を作成します。『施設サービス計画書』の作

成及び計画は、次の通りに行います。（契約書第５条参照） 

 

 １． 当事業所の介護支援専門員（ケアマネージャ－）に居宅サービス計画の原案作成やそのた

めに必要な調査等の業務を担当させます。 

 ２． その担当者は居宅サービス計画の原案について、ご利用者及びご契約者（家族等）に対して

説明し、同意を得たうえで決定します。 

 ３． 居宅サービス計画は、定期的（要介護認定期間やサービス内容に対する妥当な期間）にもし

くはご利用者及びご契約者（家族等）の要請に応じて、変更の必要があるかどうかを確認し

変更の必要がある場合には、ご利用者及びご契約者（家族等）と協議して居宅サービス計

画を変更します。 

 ４． 居宅サービス計画が変更される場合には、ご利用者又はご契約者（家族等）に書面を交付し

その内容を確認していただきます。 

 

6．当事業所が提供するサービスと利用料金 

  当事業所では、ご利用者に対して以下のサービスを提供します。 

当事業所が提供するサービスについて、以下の２つの場合があります。 

・  利用料金が介護保険から給付される場合 

       （介護保険の給付の対象となるサービス） 

・ 利用料金の全額をご利用者に負担いただくサービス 

       （介護保険の給付とならないサービス） 

 

（１）介護保険の給付の対象となるサービス （契約書第 8条参照） 

    以下のサービスについては、利用料金の９割が介護保険から給付され、ご利用者の自己負

担は費用全体の１割又は 2割の金額となります。ア～ウのサービスを具体的にそれぞれどのよ

うな頻度、内容で行うかについては、ご利用者・ご契約者と協議の上、小規模多機能型居宅

介護計画（居宅サービス計画書）に定めます。 

〈サービスの概要〉 

① 食事 

・ 食事に提供及び食事の介助をします。 

・ キッチンでご利用者も調理することもできます。 

朝食  7：30 ～ 9：30 

昼食 12：00 ～ 14：00 

夕食 17：30 ～ 19：30 
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② 入浴 

・ 入浴または清拭を原則週３回行います。 

・ 衣服の着脱、身体の清拭、洗髪、洗身の介助を行います。 

③ 排せつ 

・ ご利用者の状況に応じて適切な排せつ介助を行うとともに、排せつの自立におい 

て適切な援助を行います。 

④ 機能訓練 

・ ご利用者の状況に適した機能訓練を行い、身体機能の低下を防止するよう努め 

ます。 

⑤ 健康チェック 

・ 血圧測定等利用者の全身状態の把握を行います。 

⑥ その他の自立への援助 

・ より家庭に近い環境のもと、できる限りこれまでの生活習慣を尊重した介護を提供

します。 

・ 清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行われるよう支援します。 

 

〈サービス利用料金〉 （契約書第 9条参照） 

       下記の利用料金表によって、サービス利用料金から介護保険給付額を除いた金額（自

己負担額）を各負担割合に応じてお支払下さい（サービスの利用料金は、ご契約者の

要介護度、負担割合に応じて異なります。） 

※負担割は 1割ですが２・３割に関しては料金表を確認してください。 

内 容 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

１、サービス利

用料金 
7,600円 7,640円 8,000円 8,230円 8,400円 8,580円 

２，介護保険か

らの給付 
6,840円 6,876円 7,200円 7,488円 7,560円 7,722円 

３，自己負担額 

（１－２） 
760円 764円 800円 823円 840円 858円 

【サービスの概要と利用料金】 

① サービス利用料（負担別 1割・2割・3割） 

別紙１・２・３の料金表記載 

② 居住費 

  別紙１・２・３の料金表記載 

③ 食事の提供に要する費用 

  別紙１・２・３の料金表記載 

＊ ご利用者がまだ介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額をいったん
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お支払いいただきます。要介護認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から

払い戻されます（償還払い）。償還払いとなる場合、ご契約者が保険給付の請求を行うた

めに必要となる事項を記載した『サービス提供証明書』を交付します。 

＊ ご利用者に提供する食事及び宿泊に係る費用は別途いただきます（下記（２）ア～イ参照）。 

＊ 介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご契約者の負担 

額を変更します。 

〈 加算 〉 

１．初期加算 

小規模多機能型居宅介護事業所に登録した日から起算して 30 日以内の期間について

は、初期加算として下記のとおり加算分の自己負担が必要となります。30 日を超える入

院をされた後に再び利用を開始した場合も同様です。 

 1割 2割 ３割 

１．加算対象サービス料金 
３００円 

（１日あたり） 

３００円 

（１日あたり） 

３００円 

（１日あたり） 

２．介護保険から給付される金額 
２７０円 

（１日あたり） 

２４０円 

（１日あたり） 

２１０円 

（１日あたり） 

３．自己負担額  
３０円 

（１日あたり） 

６０円 

（１日あたり） 

９０円 

（１日あたり） 

 ２．サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 

対象者 ： 介護予防給付（要支援１～２）、介護給付（要介護１～５）の方 

 １割 ２割 ３割 

１．加算対象サービス料金 
 6０円 

（１日あたり） 

 6０円 

（１日あたり） 

 6０円 

（１日あたり） 

２．介護保険から給付される金額 
 54円 

（１日あたり） 

 48円 

（１日あたり） 

 42円 

（１日あたり） 

３．自己負担額 （１－２） 
6円 

（１日あたり） 

12円 

（１日あたり） 

18円 

（１日あたり） 

３．夜間支援体制加算（Ⅰ） 

対象者：介護予防給付（要支援１～２）、介護給付（要介護１～５）の方 

 １割 ２割 ３割 

１．加算対象サービス料金 
50０円 

（１日あたり） 

50０円 

（１日あたり） 

50０円 

（１日あたり） 

２．介護保険から給付される金額 
 450円 

（１日あたり） 

 400円 

（１日あたり） 

 350円 

（１日あたり） 

３．自己負担額 （１－２） 
 5０円 

（１日あたり） 

 １００円 

（１日あたり） 

 15０円 

（１日あたり） 
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 ４．医療連携体制加算（Ⅰ） 

対象者：介護給付の方（要介護１～５）の方のみ 

 １割 ２割 ３割 

１．加算対象サービス料金 
390円 

（１日あたり） 

390円 

（１日あたり） 

390円 

（１日あたり） 

２．介護保険から給付される金額 
351円 

（１日あたり） 

312円 

（１日あたり） 

351円 

（１日あたり） 

３．自己負担額 （１－２） 
  39円 

（１日あたり） 

  78円 

（１日あたり） 

  273円 

（１日あたり） 

 

 ５．科学的介護推進体制加算 

  対象者：介護給付の方（要支援 2要介護１～５） 

 １割 ２割 ３割 

１．加算対象サービス料金 
4００円 

（１月あたり） 

4００円 

（１月あたり） 

4００円 

（１月あたり） 

２．介護保険から給付される金額 
 36０円 

（１月あたり） 

 32０円 

（１月あたり） 

 28０円 

（１月あたり） 

３．自己負担額 （１－２） 
 4０円 

（１月あたり） 

 8０円 

（１月あたり） 

 12０円 

（１月あたり） 

 

６．介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 

対象者 ： ご利用者全員 

（ 介護サービス費 ＋ 加算 ） の １０．２％ ＝ 算定額 

   

   ７．介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） 

対象者 ： ご利用者全員 

（ 介護サービス費 ＋ 加算 ） の １．２％ ＝ 算定額 

 

８．ベースアップ等支援加算 

対象者 ： ご利用者全員 

（ 介護サービス費 ＋ 加算 ） の ２．３％ ＝ 算定額 

     ※ 一月当たりの料金に関しては紙１参照 
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（２）介護保険の給付対象とならないサービス（契約書第 5条参照） 

     以下のサービスは、利用料金の全額がご利用者の負担となります。 

〈サービスの概要と利用料金〉 

ア．食事の提供（食事代） 

         ご利用者に提供する食事に要する費用です。 

         朝食 ： ２００円   昼食 ： ３5０円   夕食 ： 400円 

イ．宿泊に要する費用 

       ご利用者に提供する宿泊サービスの宿泊に要する費用です。 

       1泊 ： 1，4００円 

ウ．おむつ代 

実費 

エ．レクリエーション、クラブ活動 

       ご利用者の希望によりレクリエーションやクラブ活動に参加していただくことが出来ます。 

       利用料金：材料代等の実費をいただきます。 

オ．複写物の交付 

       ご利用者・ご契約者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写

物を必要とする場合には実費をご負担いただきます。 

       1枚 ： １０円 

＊ 経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更することが

あります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う２か月前まで

にご説明します。 

 

（３）利用料金のお支払い方法（契約書第５条参照） 

    前記（１）、（２）の料金・費用は、１か月ごとに計算し次のいずれかの方法により翌月２５日まで

にお支払い下さい。 

① 自動口座引落し 

・鹿児島銀行 

・ＪＡそお鹿児島 

・鹿児島相互信用金庫 

・鹿児島信用金庫 

・鹿児島県信用組合 

② 銀行振り込み 

 鹿児島銀行 岩川支店 普通 ８４９９５２ 

 小規模多機能ホーム 高松みどりの里 

 代表者 大迫 信博 
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８．協力医療機関、バックアップ施設 

当事業所では、各利用者の主治医との連携を基本としつつ、病状の急変等に備えて以下の医

療機関を協力医療機関として連携体制を整備しています。 

 

９．緊急時・事故発生等の対応 

  １．緊急時の対応について 

    当事業所では、サービスの提供を行っているときにご利用者に病状の急変が生じた場合、そ

の他必要な場合には、速やかに主治医又は協力医療機関、その他の医療機関等への連絡

を行うとともに、必要な処置をさせていただきます。 

  ２．事故発生時の対応について 

   当事業所において、サービス提供によりご利用者に事故が発生した場合は、速やかに市町

村及びご利用者のご契約者（家族等）に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

 

１０．非常火災時の対応 

   非常火災時には、別途定める消防計画に則って対応を行います。また、避難訓練を年 2 回、

契約者も参加して行います。 

 ○曽於市消防署への届出 ： 平成２１年２月 

 ○防火管理者 ： 山下 博和 

〈消防用設備〉 

・ 自動火災報知器、消火器、スプリンクラー等消防法による設備を設置しています。 

 

１ １ ．運営推進会議の設置 

    当事業所では、小規模多機能型居宅介護の提供にあたり、サービスの提供状況について定

期的に報告するとともに、その内容等についての評価、要望、助言を受けるため、下記のとお

り運営推進会議を設置しています。 

＜協力医療機関・施設＞ 

財部記念病院  

所在地 曽於市財部町南俣３６１９‐１     ＴＥＬ 0986‐72‐1000 

関歯科クリニック  

所在地 曽於市末吉町二之方６３９４‐１   ＴＥＬ 0986‐76‐6474 

介護老人福祉施設 おおすみ苑 

所在地 曽於市大隅町月野１０４５      ＴＥＬ 099‐482‐3488 

地域密着型介護老人福祉施設 高松すわの森 

所在地 曽於市末吉町諏訪方６８７９‐１   ＴＥＬ 0986‐76‐5733 
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１ ２ ．サービス提供における事業者の義務 

   当事業所は、ご利用者に対してサービスを提供するにあたって、次のことを守ります。 

① ご利用者の生命、身体、財産の安全に配慮します。 

② 非常災害に関する具体的計画を策定するとともに、ご利用者に対して定期的に避難、救

出その他必要な訓練を行います。 

③ ご利用者が受けている要介護認定の有効期限の満了日３０日前までに、要介護認定の更

新申請のために必要な援助を行います。 

④ ご利用者に提供したサービスについて記録を作成し、５年間保管するとともに、ご利用者

又は代理人（ご契約者等）の請求に応じて閲覧され、複写物を交付します。 

⑤ ご利用者に対する身体拘束その他行動を制限する行為を行いません。但し、ご利用者又

は他のご利用者等の生命、身体を保護するために緊急やむを得ない場合には、記録を

記載するなど、適正な手続きにより身体を拘束する場合があります。 

⑥ 事業者及びサービス提供者はサービスを提供するにあって知り得たご利用者又はご契約

者（家族等）に関する事項を正当な利用なく第三者に漏洩しません（守秘義務）。但し、下

記の場合を除きます。 

・ ご利用者に緊急を要し医療上必要性がある場合には、医療上必要性がある場合には、

医療機関等にご契約者の心身等の情報を提供します。 

・ 他事業所をご利用されている場合、また契約解除にて他事業所のご利用を希望される

際に、必要に応じ他事業者へ情報を提供させていただきます。 

・ 介護保険事務 … 審査支払い機関への請求の提出。 

保険者（市町村）からの紹介等への回答。 

認定証及び資格者証の更新、変更等の代行手続き。 

・ 事業所運営業務 … 外部監査機関、評価機関等への情報提供。 

事業所の新聞 

・ そ の 他 … 損害賠償保険等に係る保険会社への相談及び届出等。 

＊上記以外の場合でも必要な際は、ご利用者又はご契約者（家族等）に確認のもと、情報

提供する場合があります。 

 

 

＜運営推進会議＞ 

構 成：ご利用者、ご契約者（家族等）、地域住民の代表、市職員、小規模多機能型居宅

介護について知見を有するもの等。 

開 催：2か月に 1回開催。 

会議録：運営推進会議の内容、評価、要望、助言等について記録を作成し保管します。 
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１ ３ ．サービス利用にあたっての留意事項 

当事業所のご利用にあたって、快適性、安全性を確保するため、次の事項をお守り下さい。 

   （１）食事  

食事が不要な際は、前日までに申し出下さい。前日までに申し出があった場合には、重要

事項説明書７条に定める「食費」は減免されます。 

 （２）事業所・設備の使用上の注意 （契約書第１２条参照） 

     ・ 居室及び共同施設、敷地をその本来の用途に従って利用してください。 

     ・ 故意に又はわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、設備を壊したり、汚した 

りした場合には、ご利用者の自己負担により現状に復していただくか、又は相当な代価

をお支払いいただく場合があります。 

     ・ ご利用者に対するサービス実施及び安全衛生等の管理上の必要があると認められる際

には、ご利用者の居室に立ち入り必要な措置をとることができるものとします。ただし、そ

の場合、ご利用者のプライバシー等の保護について十分な配慮を行います。 

     ・ 当事業所の職員や他のご利用者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営

利活動を行うことはできません。 

 （３）喫煙 

事業所内での喫煙については、所定のスペースでお願いします。建物内は禁煙です。 

１ ４．損害賠償について （契約書第１５条参照） 

   当事業所において、サービス提供者の責任によりご利用者に生じた損害については、サービス

提供者はその損害は賠償します。守秘義務に違反した場合も同様と認めます。ただし、その

損害の発生について、ご利用者にも故意又は重大な過失が認められる場合にはサービス提

供者の損害賠償責任を減じる場合があります。 

【 損害賠償がなされない場合 】 

   以下の場合にはサービス提供者の責に帰すべき事由が認められない限り、ご利用者に生じた

損害を賠償いたしません。 

① ご利用者が、契約終結時にご自身の心身や病歴について故意に告げず、又は虚偽に告

げたことが専らの原因として発生した損害。 

② ご利用者が、サービスの実施にあたって必要な事項（その日の体調や健康状態等）をービ

ス提供者が確認する際に、故意に告げず虚偽に告げたことが専らの原因として発生した

損害。 

③ ご利用者の急な体調変化等、サービス提供者の実施したサービスを原因としない事由を

専らの原因として発生した損害。 

④ ご利用者が、サービス提供者もしくはサービス従事者の指示、依頼に反して行った行為を

専らの原因として発生した損害。 
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１ ５ ．当事業所の利用を中止していただく場合 

   当事業所との契約では契約が終了する期日は特に定めておりません。従って、以下のような

事由がない限り継続してサービスを利用することができますが、仮に次のような事項に該当す

るに至った場合には、当事業所との契約は終了し、ご利用者に利用中止していただくことにな

ります。（契約書第１８条参照） 

①  要介護認定によりご利用者の心身の状況が自立と判定された場合。 

②  事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により施設を閉鎖した場 

合。 

③  事業所の滅失や重大な毀損により、ご利用者に対しサービスの提供が不可能になった場 

合。 

④  当事業所が介護保険の指定を取り消された場合、又は指定を辞退した場合。 

⑤  ご利用者から退所の申し出があった場合（詳細は以下を参照下さい）。 

⑥  事業者から退所の申し出があった場合（詳細は以下を参照下さい）。 

 

（１）ご利用者からの利用中止の申し出（中途解約・契約解除） （契約書第１９条参照） 

   契約の有効期限であっても、ご利用者から当事業所へ利用中止を申し出ることができます。

その場合には、対処を希望する日の７日前までに解約申出書をご提出下さい。但し、以下の

場合には、即時に契約を解約・解除することができます。 

① 介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合。 

② 事業所の運営規定の変更に同意できない場合。 

③ ご利用者が入院された場合。 

④ 事業者もしくはサービス従業者が、正当な利用なく本契約に定める小規模多機能型居宅

介護サービスを実施しない場合。 

⑤ 事業者もしくはサービス従業者が守秘義務に違反した場合 

⑥ 事業者もしくはサービス従業者が、故意又は過失によりご利用者の身体・財産・信用等を

傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約が継続しがたい重大な事情が認められる場

合。 

⑦ 他のご利用者が、ご利用者の身体・財産・信用等を傷つけた場合、もしくは傷つけられる

恐れがある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合。 

 

（２）事業者からの申し出により利用中止していただく場合（契約解除） 

（契約書第２１条参照） 

    下記の事項に該当する場合には、当事業所から利用を中止していただくことがあります。 

① ご利用者が、契約終結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこ

れを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じ

させた場合。 
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② ご利用者による、サービス利用料金の支払いが３か月以上遅延した場合。 

③ ご利用者が、故意又は重大な過失により、事業者又はサービス従事者もしくは他のご利用

者等の生命・身体・財産・信用等を傷つけ、又は著しい背信行為を行うことなどによって、

本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合。 

④ ご利用者が長期の入院が必要となった場合。 

   

（３） 利用中止後の円滑な生活のための援助 （契約書第２２条） 

 ご利用者が当事業所を利用中止される場合には、ご利用者の希望により事業者はご利用

者の心身の状況、置かれている環境等を勘案し、円滑な生活のために必要な以下の援助

をご利用者に対して速やかに行います。 

・ 適切な病院もしくは診療所又は介護老人福祉施設等の紹介 

・ 居宅介護支援事業所の紹介 

・ その他の保健医療サービス又は福祉サービス提供者の紹介 等 

 

１ ６．身元引受人 （契約書第２４条参照） 

（１）事業者はご利用者に対し、身元引受人をたてていただきます。但し、社会通念上利用者に

身元引受人をたてることができない相当の理由が認められる場合は、その限りではありませ

ん。 

（２）身元引受人は、本契約に基づく利用者の事業者に対する一切の責務につき、ご利用者と連

携して履行の責任を負います。 

 

１ ７．残置物引取り等 （契約書２５条参照） 

   入所契約が終了した後、当事業所に残されたご利用者の所持品（残置物）をご利用者自身が 

引き取れない場合、当事業所は身元引受人に連絡のうえ、残置物を引き取っていただきます。

また、引越しにかかる費用については、ご利用者又は身元引受人にご負担いただきます。 

 

１ ８．苦情の受付について（契約書第１８条参照）  

（１）当事業所における苦情の受付 

当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

 ○苦情受付窓口担当者  介護支援専門員 

 ○受 付 時 間  ８：３０ ～ １７：３０ 

 ＊ また、苦情受付ボックスを受付横に設置しております。 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

曽於市役所 介護保険係 

所 在 地 曽於市末吉町二之方 1980番地 

電話番号 ０９８６‐７６‐１１１１ 

Ｆ Ａ Ｘ ０９８６‐７６‐１１２２ 
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受付時間 ８：３０ ～ １７：００ 

曽於地区介護保険組合 

所 在 地 志布志市有明町野井倉 8267番地１ 

電話番号 ０９９‐４７１‐６５４５ 

Ｆ Ａ Ｘ ０９９‐４７７‐１９０１ 

受付時間 ８：３０ ～ １７：００ 

国民健康保険団体連合 

所 在 地 鹿児島市鴨池新町 7番地 5号 

電話番号 ０９９‐２０６‐１０２４ 

Ｆ Ａ Ｘ ０９９‐２０６‐１０６８ 

受付時間 ８：３０ ～ １７：００ 

鹿児島県社会福祉協議会 

「福祉サービス運営適正委員会」 

所 在 地 鹿児島市鴨池新町１番地７号 

電話番号 ０９９‐２５７‐２２００ 

Ｆ Ａ Ｘ ０９９‐２５１‐６７７９ 

受付時間 ８：３０ ～ １７：００ 

鹿児島県介護保険課 

所 在 地 鹿児島市鴨池新町１０番地１号 

電話番号 ０９９‐２８６‐２６７４ 

Ｆ Ａ Ｘ ０９９‐２８６‐５５５２ 

受付時間 ８：３０ ～ １７：００ 
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同 意 書 
令和 7年 4月改訂版 

 

令和   年   月   日 

 

指定認知症生活介護サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項（令和 7 年 4 月

改訂）の説明を行いました。 

 

事 業 者    事業所名 グループホーム 高松みどりの里 

 

          所 在 地  鹿児島県曽於市末吉町諏訪方 6875番地 

 

代 表 者  社会福祉法人 博寿会 

 

理事長 大迫 信博                     ○印  

 

説 明 者 （職名） 

（氏名）                                 ○印  

 

上記内容の説明を事業者から受け、指定認知症共同生活介護サービスの提供開始に同意しま

した。 

 

ご利用者    氏 名                                        ○印  

 

ご契約者    住 所 

（身元引受人） 

 

          氏 名                              ○印  

  


